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概    要 本研究では、退院から 1 年未満の統合失調症患者を介護している親の介護負担感に 
影響する要因を明らかにするために、患者を介護している親 78 名を対象に無記名自記式の質問紙調査
を実施した。その結果、退院後 1 年未満の患者を介護している親の介護負担感に影響する要因は、親の
対処技能の下位尺度である「あきらめ」と「回避」、子の社会生活技能合計得点であり、3 要因で親の介
護負担感に 54.5%寄与していた。このことから、親の介護負担感を軽減するための看護援助を検討し、
子の入院中における親の面会時や退院後の外来受診時を利用して親と個別に関わる機会を持ち、親の対
処技能をアセスメントし、看護援助を実施すること、および、子の入院中から退院後を予測した日常生
活援助や看護師が他職種と連携し援助を提供すること、居宅・通所サービス利用促進の必要性が示唆さ
れた。 
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わが国では、2004 年の精神保健医療福祉の改革
ビジョンの基本理念に基づき、脱施設化への取り
組みが始められた。また、2006 年の障害者自立支
援法の施行により、地域での生活を支えるための
社会資源の充実が図られた。 
しかし、精神障害をもつ患者は症状の特徴によ
る病識の乏しさや人間関係の未熟さから、患者自
身が社会資源の利用に抵抗感を示す事が多いとい
われている（殿村ら,2009）。また、精神障害をも
つ患者の家族は、自分の家族員が精神疾患を抱え
ていることを受容することへの葛藤、世間の精神
障害をもつ患者に対する偏見から、社会資源の利
用を躊躇する傾向にあるといわれている（眞崎
ら,2007）。 
精神障害をもつ患者の中でも統合失調症患者は、
好発年齢が 10代後半から 20代前半であることや、
再発と寛解を繰り返し慢性的な経過を辿る（川
野,1997）ことから長期にわたる介護を必要とする
ことが知られている（酒井ら,2002）。また、地域
で生活する精神障害をもつ患者の 65%以上が退院
後自宅で親と同居し、親の介護を受けている（厚
生労働省,2008）。これらのことから、統合失調症
患者の地域での生活を支えているのは、いまだに
親の力が大きいと考えられる。 
しかし親は、自責感、無力感、孤立無援感、重
荷感等の介護による負担を感じている（岩
崎,1998）。また親は、患者との接触時間が増える
ことで、患者に対する「敵意」、「批判的」、「情緒
的巻きこまれすぎ」の対応を生むことが報告され
ており、この親の対応は患者の再発に関連がある
ことが示唆されている（伊藤ら,1992）。実際に家
族と同居する統合失調症患者の退院 1 年後の再発
率の調査では、薬物療法を継続している統合失調
症患者であっても 38%であった（Falloon ら,1990）。 
そのため、統合失調症患者が自宅での生活を送
るためには、患者の退院後 1 年未満の親の介護負
担感に影響する要因を明らかにし、患者の入院中
から退院後を通して、親の介護負担感を軽減する
ための看護援助を実施していく必要があると考え
た。
 
 
「研究方法」 
１．対象者 
 A 県内 8 病院を受診している統合失調症患者の
外来受診に同伴している親および精神保健福祉家
族会連合会全 7 家族会に所属する親のうち、退院
後 1 年未満の患者と同居し、介護を行っている親
78 名 
２．方法 
無記名自記式の質問紙調査。質問紙等の配布は、
病院については調査者または外来担当看護師が、
家族会については各家族会会長が実施した。回収
は、郵送にて実施した。 
３．調査期間 
2011 年 7 月 13 日～11 月末日 
４．調査内容 
１）親について 
 年齢、性別、親がどのように子の介護状況に対
処しているかという親の対処技能について、子の
病気や子への対処方法について情報を得る等の
「情報」、子を回避する「回避」など 7 つの下位尺
度を含む半澤らの Family Coping Questionnaire 
23 項目、親が子を介護することで被る介護負担感
について、経済的な困難等の「一般的な社会機能」、
子が発病したことへの罪悪感等の「義務感」、子
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の将来への心配等の「義務感」など 5 つの下位尺
度を含む Reinhard らの Burden Assessment 
Scale 19 項目、副介護者の有無、相談者の有無（相
談相手）、介護時間。 
２）子について 
 年齢、性別、子が社会生活を送る上での生活技
能である社会生活技能について、社会資源の利用、
コミュニケーションスキル、身だしなみへの配慮、
生活環境の整備の 4 つの下位概念を含む、國方ら
の社会生活技能尺度 12 項目、罹患期間、直近の退
院からの期間、入院回数、服薬援助の必要性の有
無、精神保健医療福祉サービス利用の有無（内容）。 
５．分析方法 
親の介護負担感との関連を明らかにするため、
質的な変数については t 検定、量的な変数について
は Spearman の順位相関係数を算出した。また、
親の介護負担感の影響要因を明らかにするため、
重回帰分析（ステップワイズ法)を実施し有意水準
5%未満とした。 
６．倫理的配慮 
本研究は、本学および各施設の倫理審査委員会
の承認を受けた後に実施した。家族会会長、病院
長、看護部長に研究目的、方法、個人情報の保護
等について文書と口頭で説明を実施し、承認を得
た。また、各家族会会長および各病院の外来担当
医に対象者の選定および文書と口頭による研究概
要の説明を依頼した。研究参加の意向を示された
方のみに、各家族会会長、調査者または外来担当
看護師が研究目的、方法、個人情報の保護等につ
いて文書と口頭にて説明を実施した。 
「結果」 
質問紙を配布した 78 名のうち 49 名（回収率
62.8%）から回答が得られ、5 名の欠損回答を除外
した 44名が分析対象であった（有効回答率 56.4%）。 
対象者は、平均年齢 63.2±9.3 歳、男性 13 名、
女性 31 名、1 日あたりの介護時間は 11.4±8.1 時
間であった。また、介護負担感は 44.8±11.4 点、
対処技能は 65.9±7.1 点であった。子の平均年齢は、
33.8±8.8 歳、男性 20 名、女性 24 名であった。
77.3%の対象者が利用しているサービスがあると
回答したが、利用サービスの内容は「自立支援医
療」「精神障害者保健福祉手帳」等の福祉サービス
が約 8 割であるのに対し、「訪問看護」「デイケア」
等の居宅・通所型のサービスは約 2 割であった。
社会生活技能は 29.7±6.1 点であった。 
介護負担感は親の対処技能の合計得点、親の対
処技能の下位尺度である「情報」、「威圧」、「回避」、
「あきらめ」、子の社会生活技能の合計得点と有意
な負の単相関が認められた。また、重回帰分析で
は、親の介護負担感と親の対処技能の「回避」(β
=-0.329)「あきらめ」(β=-0.336)、子の社会生活技
能の合計得点(β=-0.319)に有意な関連が認められ
（重相関係数 0.738）、寄与率 54.5％であった。  
「考察」 
親が子を避ける「回避」の対処および、子の病
状や介護状況を改善するエネルギーはないという
「あきらめ」の思いを持つこと、子の社会生活技
能の低さは親の介護負担感を高めていた。 
これらのことから、精神科看護師は、子の入院
中から親の面会時等を利用して親と個別に関わり、
対処技能をアセスメントすることが重要である。
そして、対処技能を高めるための看護援助を検討
し、必要な看護援助を提供することである。また、
親が「あきらめ」の気持ちや「回避」の対処をす
る前に医師およびソーシャルワーカー等の他職種
と連携し関わること、また、子に対して居宅・通
所型サービスを導入し、親が子の介護から離れる
時間を持てるよう援助することが必要である。 
さらに看護師は、子の入院中から退院後の生活
を予測した上で社会生活技能向上への援助を検
討・実施することが重要である。まず、看護師は
社会生活技能について、個々の症状に合わせ、環
境整備、食事等の機会を利用し、援助目標を定め、
継続的に援助していくことが必要であると考える。  
また、子が退院を控えた時期には、生活技能向
上を目的としたデイケアや地域活動支援センター
等のサービス利用を促進することが必要になる。
例えば、看護師はソーシャルワーカーと協力し、
親および子と施設関係者との調整役となり、彼ら
が信頼関係を築くことができるよう援助すること
が必要である。 
「本研究の限界と課題」 
調査時点で本研究の条件に該当する対象は、126
名であったが、質問紙の配布時点で調査への同意
が得られなかった親 22 名、主治医の判断で対象者
とならなかった親 26 名がおり、全対象者の 38.1％
が本調査対象者となることができなかった。統合
失調症患者を介護する親の介護負担感という負の
感情を扱い、かつ退院後 1 年未満という病状が安
定しにくい時期の調査であったことが、理由とし
て考えられる。 
今後の課題としては、今回検討した、親の介護
負担感を軽減するための看護援助が実際に親の介
護負担感を軽減するかを明らかにすること、親の
介護負担感に影響する 3 要因に影響を与える因子
についても検討する必要がある。（引用文献省略）
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